
北海道告示第10377号

北海道が令和２年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

また、次の表の左欄に掲げる事務又は事業に係る補助金等の交付の決定、補助金等の額の確定その他補助金等の交付に関する権限は、それぞれ同表の補助金等の交付に関する権限の委任欄に掲げ

る職にある者に委任する。

令和３年３月９日

北海道知事 鈴木 直道

（保健福祉部所管分 その33）

補助金等を交付する事 交付申請書に添 実績報告書に添 交付申請書の提 補助金等の交

務又は事業の名称及び 補 助 対 象 者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 等 付すべき関係書 付すべき関係書 出部数、提出期 付に関する権 摘 要

その目的又は趣旨 類 類 限及び提出先 限の委任

１ 感染症指定医療機関運 感染症の予防及 感染症指定医療機関の運営に必要 10分の10以内 保福第１の18号様式 保福第１の18号様式 提出部数 １部 総合振興局長

営事業 び感染症の患者に な経費（需用費（消耗品費、印刷製 保福第１の20号様式 保福第１の31号様式 提出期限 別に指示す 及び振興局長

第一種感染症指定医療 対する医療に関す 本費、光熱水費、燃料費、修繕費等）、（寄附金その他 保福第１の32号様式 保福第168号様式 る日

機関及び第二種感染症指 る法律（平成10年 役務費（通信運搬費、保険料(火災 の収入金がある （申請者が市町村で 保福第169号様式 提 出 先 総合振興局

定医療機関（医療法第７ 法律第114号）第3 保険料、医療事故賠償責任保険料 ときは、補助金 ある場合を除く。） 保福第170号様式 又は振興局

条第２項に掲げる感染症 8条第２項の規定 等)、手数料等）、委託料、使用料 等の額の算定に 保福第168号様式 別に指示する様式 の保健環境

病床を有する病院に限 により知事が指定 及び賃借料、材料費、備品購入費（単 当たり当該寄附 保福第169号様式 部保健行政

る。）（以下「感染症指 した感染症指定医 価50万円（民間団体にあっては30万 金その他の収入 保福第170号様式 室又は地域

定医療機関」という。） 療機関の設置者 円）未満の備品に限る。）） 金の控除等を行 別に指示する様式 保健室

の運営に要する費用に対 う。）

し補助することにより、

感染症のまん延の防止を

図り、もって、公衆衛生

の向上に寄与することを

目的として、予算の範囲

内において補助する。

２ 健康増進事業 市町村（札幌市 １ 健康教育事業の実施に必要な報 ３分の２以内 保福第１の18号様式 保福第１の30号様式 提出部数 １部 総合振興局長

道民の健康増進に資す を除く。） 酬、給料、職員手当等、共済費、 （肝炎ウイルス 保福第１の20号様式 保福第１の31号様式 提出期限 別に指示す 又は振興局長

ることを目的に、健康増 報償費、旅費、需用費（消耗品費、検診の無料検診 保福第260号様式 保福第260号様式 る日 （補助対象者

進法（平成14年法律第10 燃料費、印刷製本費、光熱水費、 に係る自己負担 別に指示する様式 別に指示する様式 提 出 先 総合振興局 が旭川市、函

3号）に基づき市町村が 修繕料）、役務費（通信運搬費、 相当額分につい 又は振興局 館市及び小樽

実施する各種健康増進事 保険料）、委託料、使用料及び賃 ては、10分の10 （保健行政 市である場合

業に対し、予算の範囲内 借料、備品購入費 以内） 室又は地域 を除く。）



において補助する。 ２ 健康相談事業の実施に必要な報 保健室）

酬、給料、職員手当等、共済費、 （寄附金その他 （小樽市、函

報償費、旅費、需用費（消耗品費、の収入金がある 館市及び旭

燃料費、印刷製本費、光熱水費、 ときは、補助金 川市につい

修繕料）、役務費（通信運搬費、 等の額の算定に ては、保健

保険料）、委託料、使用料及び賃 当たり当該寄附 福祉部健康

借料、備品購入費 金その他の収入 安全局地域

３ 健康診査事業の実施に必要な報 金の控除等を行 保健課）

酬、給料、職員手当等、共済費、 う。）

報償費、旅費、需用費（消耗品費、

燃料費、印刷製本費、光熱水費、

修繕料）、役務費（通信運搬費、

手数料、保険料）、委託料、使用

料及び賃借料、備品購入費、負担

金

４ 訪問指導事業の実施に必要な報

酬、給料、職員手当等、共済費、

報償費、旅費、需用費（消耗品費、

燃料費、印刷製本費、光熱水費、

修繕料）、役務費（通信運搬費、

保険料）、委託料、使用料及び賃

借料、備品購入費

５ 総合的な保健推進事業の実施に

必要な報酬、給料、職員手当等、

報償費、旅費、使用料及び賃借料、

需用費（消耗品費、会議費、印刷

製本費）、役務費、委託料

３ 保護施設等の衛生管理 救護施設、更生 保護施設等が行う衛生管理体制確 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

体制確保支援等事業 施設、宿泊提供施 保支援等事業の実施に必要な給料、 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

新型コロナウイルス感 設、授産施設（社 職員手当等、報酬、共済費、報償費、（寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

染症の発生状況に鑑み、 会事業授産施設を 旅費、賃金、需用費（消耗品費、印 の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

保護施設等の入所者等 含む）、無料低額 刷製本費、食糧費、燃料費、光熱水 ときは、補助金 保福第１の32号様式 福祉局施設

（当該施設等の入所者、 宿泊所、生活困窮 費、修繕料）、役務費（雑役務費、 等の額の算定に 別に指示する様式 運営指導課

利用者及び職員をいう。）者・ホームレス自 通信運搬費、手数料、保険料）、委 当たり、当該寄

に対する感染拡大防止の 立支援センター、 託料、使用料、賃借料、備品購入費、附金その他の収

取組を支援することを目 生活困窮者一時宿 補助金 入金の控除等を



的として、予算の範囲内 泊施設、生活困窮 行う。）

において補助する。 世帯の子どもの学

習・生活支援事業

の事業所及び自立

相談支援機関を運

営する者並びに社

会福祉協議会

４ 生産活動活性化支援事 次の１から３の 補助対象者が生産活動活性化支援 10分の10以内 保福第１の２号様式 提出部数 １部 実績報告は

業 いずれの要件にも 事業に必要な賃金、謝金、旅費、共 保福第１の16号様式 提出期限 別に指示す 要しない。

新型コロナウイルス感 該当する就労継続 済費、報酬、給料、職員手当等、需 （寄附金その他 保福第１の31号様式 る日

染症の感染拡大等の影響 支援Ｂ型事業所及 用費、役務費、委託料並びに使用料 の収入金がある 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

を踏まえ、生産活動が停 びＡ型事業所であ 及び賃借料、備品購入費、負担金、 ときは、補助金 福祉局施設

滞し減収となっている就 って、生産活動収 補助金、助成金、交付金 等の額の算定に 運営指導課

労継続支援事業所に対 支の状況を報告し 当たり、当該寄

し、その再起に向けて必 た事業所を運営す 附金その他の収

要な費用を支援し、利用 る者とする。 入金の控除等を

者の賃金・工賃の確保を １ 申請月におい 行う。）

図ることを目的として、 て１人以上の利

予算の範囲内において補 用者に対して障

助する。 害福祉サービス

を提供している

こと

２ 工賃実績を北

海道に報告して

いること

３ 次の(1)又は

(2)の要件に該

当すること

(1) 令和２年１月

以降、新型コロ

ナウイルス感染

症の感染拡大の

影響により、１

ヶ月の生産活動

収入が前年同月



比で50％以上減

少した月がある

こと

(2) 令和２年１月

以降、連続する

３ヶ月の生産活

動収入が前年同

期比で30％以上

減少した期間が

あること

５ 障がい福祉研修等遠隔 道から以下の研 当該事業の実施に必要な機材購入 10分の10以内 保福第１の３号様式 保福第１の３号様式 提出部数 １部

化支援事業 修の指定を受けた 費及びWeb会議システム利用料 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

北海道が指定する研修 研修事業者（令和 （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

事業者が実施する、指定 ２年度に研修を遠 の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

障害福祉サービス事業所 隔化して実施した ときは、補助金 保福第１の32号様式 福祉局障が

等における従事者の養成 研修事業者に限 等の額の算定に 別に指示する様式 い者保健福

や、資質の向上を目的と る。） 当たり、当該寄 祉課

した各研修について、新 相談支援従事者 附金その他の収

型コロナウイルス感染症 研修、サービス管 入金の控除等を

拡大防止のため、研修の 理責任者等研修、 行う。）

講義を映像化し、配布す 強度行動障がい支

る等の遠隔化に対して支 援者養成研修、行

援を行うことにより、障 動援護従業者養成

がい福祉人材の着実な育 研修

成を図ることを目的とし

て、予算の範囲内におい

て補助する。


